
平成19年度平均工賃分布図（平均工賃別施設数）  
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【出典：障害保健福祉部障害福祉課調】  
平均12599．9 円  
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平成18I19年度平均工賃（施設種別）  

②就労継続  支援B型  

③福祉工場   

④入所・通所  

授  産  

⑤小規模  

∃適所授産  

①～⑤の  

全施設   

工賃倍増  

5か年計画 対象施設  

（②、④、⑤）0  
20・000  40－000  60・000  80・000  100－000  120・000  140－000  

平均工賃（円／月額）  

【【＿＿＿【ト  

注）図中の棒グラフは、上が平成18年度分、下が平成19年度分。  

【出典：障害保健福祉部障害福祉課調】   
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障害者のr働く場」に対する発注促進税制の創設  

対象となる発注先  
障害者の「働く場」に対する発注を前年度より増加させた  ※税制優遇の対象となる障害者の「働く場」   

・就労移行支援事業所  
・就労継続支援事業所（A型・B型）  

・生活介護事業所  
・障害者支援施設（生活介護、就労移行  

支援又は就労継続支援を行う事業所）  

・地域活動支援センター  

・旧授産施設（身体・知的・精神）  

・旧福祉工場（身体・知的・精神）   

・障害者雇用促進法の特例子会社  

・重度障害者多数雇用事業所   

を認める。  企業について、企業が有する  

青色申告者である全ての法人又は個人事業主が対象。   
・団定資産は、事業の用に供されているもののうち、現事業年度を含む3事業  

で年度以内に取得したもの。  

○ 割増しして償却される限度額は前年度からの発注増加額（※）   

（※）固定資産の普通償却限度額の30％を限度とすろ。  

○ 皇室魔の時限措置  
企業（法人）：平成20年4月1日～平成25年3月31日  
個人事業主：平成21年1月1日～平成25年12月31白  



障害者支援施設等との随意契約の範囲の拡大について  

1．従来の制度   

普通地方公共団体の契約について随意契約によることができる場合として、  
筆叫舌動の成果として製作された物品を買い入れる契糸勺が規定されていた。   

（※）障害者支援施設、地域活動支援センター、障害福祉サービス事業（生活介護、就労移行支援又は就労継続支援を行う事  

業に限る。）を行う施設、小規模作業所。（経過措置により、更生施設（身体、知的）、授産施設（身体、知的、精神）、  
福祉工場（身体、知的、精神）を含む。）  

2．経緯   

構造改革特区第10次提案募集（平成18年10月）において、随意契約が可能とされている物品   
の購入以外にも「地方公共団体が障害者支援施設等と役務提供に係る随意契約を行うことを  

について特区提案が行われ、政府として「平成19年度中に結論」とされた。  

3．改正内容（平成20年3月1日施行）   

普通地方公共団体の契約について随意契約によることができる場合として、普通地方公共団   
体が障害者支援施設等から役務の提供を受ける契約が追加された（地方自治法施行令の改正）。  

物品の具体例（現行）   役務の具体例（今般の改正で追加）   

石鹸、軍手、縫製品、のし袋セット、買物袋、竹炭  
クリーニング、公園・建物の清掃、縫製作業、包  

製品、手作りロウソク、オリジナルタオル、麺類、  

椅子、花苗等  
装・組立、袋詰め、発送業務 等   
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メージ図）  障害者支援施設等との随意契約の範囲の見直し（   
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～地域障害者就労支援事業～関係機関の「チーム支援」による、福祉的就労から一般雇用への移行の促進  

福祉から一般雇用への移行を希望する障害者等に対し、ハローワークを中心に福祉等の関係  
者からなる「障害者就労支援チーム」による就職の準備段階から職場定着までの一貫した支  

援を実施  

副主査  

福祉施設等  
職場定着  

職業生活の  

安定  

ハローワークを中心とした「チーム支援」   

～「地域障害者就労支援事業」のスキームの全国展開～  
○ 就労移行支援等の福祉施設  

○ 医療保健福祉機関  

○ 特別支援学校  

○ 精神障害者社会適応訓練  

戯備に局げた屏リj絡み  事業の協力事業所   

厨膠を希望LTい  
る宿敵慮厨剤眉者  

＿．＿ 企【 
炭労支窟■皇ノ家斉窟   

」」  
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口［＝＝＞  支援関係者・専門機関  

○ 障害者団体、障害者支援団体  

○ 地域障害者職業センター  

○ 障害者就業・生活支援センター  

○ 障害者雇用支援センター  

○ 職業能力開発校  

○ 障害者地域生活支援センター  

○ 福祉事務所 等  

支援実績（平成19年度  

支援対象者数 3．568  

うち就職者数1．778  

r‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 

「   

＿＿＿＿＿  
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別対策  障害者自立支援対策臨時特例交付金による畢  

（就労支援事業移行初期支援強化事業）   

【就労支援ネットワーク構築事業】  

1 事業の目的   

障害者の就労支援を効果的に推進するためには、就労移行支援事業、就労継続支援事業の移行促進のみなら  
ず、ハローワーク、障害者就業・生活支援センター及び養護学校等地域の社会資源と就労支援ネットワークを  
構築し、各機関が連携し、情報の共有化を図りながら適切な支援を実施することが重車である。   

このため、障害保健福祉圏域等の地域における就労支援ネットワークの構築に必要な、情報の共有化を図る   
ためのホ⊥ムページの開設や各種研修会の開催等に要する費用を助成することとし、もって、地域における就   
労支援ネットワ⊥クの構築の促進を図ることを目的とする。  

2 事業の内容  

（1 
（2） 事業の内容  

都道府県内の各障害保健福祉圏域における就労支援ネットワークの構築のために開催した会議、情報  

共有化を眉的としたホームページの構築、研修会等に要する車用を助成する。  

なお、これらの事業を各ネットワーク内の幹事事業者に委託することも可能云  
（3） 補助単価  1障害福祉圏域あたり1，000千円以内  

3 補助割合 定額（10／．10）  

4 実施年度 18年度～20年度  
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障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律案の概要  
～意欲絹巨力に応じ  た障害者の雇用機会の拡大～  

改正内容  

1中／じ企業における障害名雇用の促進  

①障害者雇用納付金制度の適用対象の範囲拡大   

障害者雇用納付金制度（納付金の徴収・調整金の支給）が適用  

される対象範囲を常用雇用労働者101人以上の中小企業に拡大  
（一定期間は、常用雇用労働者201人以上の中小企業まで拡大  
※ 現行は経過措置によリ301人以上の事業主のみ  

②雇用率の算定の特例   

中小企業が、事業協同組合等を活用して、共同で障害者を雇用  

する仕組みを創設   

※ 事業協同組合等が、共同事業として障害者を雇用した場合に、  

当該組合等と組合員企業とをまとめて雇用率を算定  

※併せて、中小企業に対する支援策を充実、経過措置として  
負担軽減措置を実施  

2間 に対応した雇用率制度の見直し   

障害者の雇用義務の基礎となる労働者及び雇用障害者に、   

短時間労働者（週20H以上30H未満）を追加  

3 その他   

特例子会社（※）がない場合であっても、企業グループ全休で  
雇用率を算定するグループ適用制度の創設   

※ 障害者の雇用に特別の配慮をした子会社  

施行期日  

平成21年4月1日施行。ただし、  
・1①‥ヰ成22年7月1日（101人以上企業への拡大については、  

平成27年4月1日）  

・2  ‥平成22年7月1日   



障害者就業・生活支援センター事業  充実  

就職を希望している障害のある人、あるいは在職中の障害のある人を対象に、ハローワークや地域  
障害者  

職業センタ⊥、福祉事務所や障害福祉サービス事業者等の関係機関と連携して様々な支援制度を活  
用し  

つつ、就職に当たっての支援や仕事を続けていくための支援を、日常生活面も含めて行う。  

全国で204箇所（平成20年度）  
（登録者）数■ ‥30，943人（平成19年度末時点）  

設置・運営・■  

支援対象障害者  

相談・支援件数  

相談・支痩件弊  

就職件数■・・  

職場定着率■、〉・  

525，128回（延べ回数）  
100，485回（延べ回数）   

（障害者：平成19年度）‥・  
（事業主：平成19年度）・・・  

4．637件（平成19年度）  
・75．9％（就職後6ケ月経過  

障害のある方  
■■■l1－ － －■■■ ■ ■  】－一義喝 

鴫一句ヽ  
■－■■■■■■■l  

／ 
一′   

障害福祉サービ  

ス事業者等  
ハローワーク  

求職活動支援  
戯労移彷穿露芽  

′ ′′戯滞貨の鵬  地域障害者  

職業センター  
○就業に関す  

る相言炎支援   

○障害特性を踏  

まえた雇用管理  

に関する助言  

○関係機関と  

の連相調整  

○日常生活・  

地i或生活に関  

する助言  

専門的  
の依頼  

一
体
的
な
支
、
援
 
 

止サービスの  

福祉事務所  

特別支援学校  
○関係機関と  

の連綿調整  

〆 
〆   
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